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　　　（平成１７年１月３１日現在）

科 目 金 額 科 目 金 額

2,746,420 346,766

1,419,342 112,309

457,147 81,883

42,738 5,152

669,204 70,138

158,402 25,111

△ 414 52,171

8,410,354 852,007

4,057,824 240,301

1,163,078 11,338

587,218 589,353

2,270,597 11,014

36,930

48,921 負 債 合 計 1,198,774

4,303,608

4,288,095 105,693

18,006

13,924 1,966,818

△ 971 2,066,026

△ 15,447 5,729,639

16,705

297,516

△ 3,414

△ 220,987

資 本 合 計 9,852,306

資 産 合 計 11,156,774 11,156,774

（注）千円未満は切り捨てにより表示しております。

株 式 等 評 価 差 額 金

為 替 換 算 調 整 勘 定

繰 延 税 金 負 債

退 職 給 付 引 当 金

少 数 株 主 持 分

資 本 の 部

資 本 金

利 益 剰 余 金

土 地 再 評 価 差 額 金

資 本 剰 余 金

少 数 株 主 持 分

賞 与 引 当 金

そ の 他

固 定 負 債

そ の 他

そ の 他

固 定 資 産

無 形 固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物

投 資 有 価 証 券

現 金 及 び 預 金

受取手形及び売掛金

機械装置及び運搬具

土 地

貸 倒 引 当 金

（単位：千円）

そ の 他

有 価 証 券

た な 卸 資 産

未 払 法 人 税 等

資 産 の 部

流 動 資 産

未 払 費 用

投 資 損 失 引 当 金

投資 その 他の 資産

貸 倒 引 当 金

長 期 前 払 費 用

連 結 貸 借 対 照 表　　

負債、少数株主持分及び資本合計

自 己 株 式

短 期 借 入 金

負 債 の 部

流 動 負 債

支払手形及び買掛金

再評価に係る繰延税金負債

そ の 他
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　     　科　　　　　　　　　   　　目 　     　金　　　　　　　　　   　　額

（注）千円未満は切り捨てにより表示しております。

5,152

1,399

退 職 給 付 引 当 金 戻 入 益 40,737 67,902

固 定 資 産 売 却 益 10,034

投 資 有 価 証 券 売 却 益

5,941

当 期 純 損 失

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

340,479

353,102

税 金 等 調 整 前 当 期 純 損 失

法 人 税 等 調 整 額 6,551

少 数 株 主 利 益 6,071

固 定 資 産 除 却 損

営 業 外 損 益 の 部

営 業 外 収 益

受 取 利 息

為 替 差 損

投 資 損 失 引 当 金 繰 入 額

営 業 外 費 用

支 払 利 息

受 取 配 当 金

雑 収 入

営 業 費 用

売 上 原 価

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

営 業 損 失

( 経 常 損 益 の 部 )

営 業 損 益 の 部

営 業 収 益

売 上 高

402,440

17,130

207,210

5,177

33,881 84,659

68,574

9,486

1,907,786 1,907,786

1,845,506

587,271 2,432,777

524,991

122,434

連 結 損 益 計 算 書

特 別 損 失

　平成１６年２月　１日から

　平成１７年１月３１日まで    （単位：千円）

雑 損 失

経 常 損 失

( 特 別 損 益 の 部 )

特 別 利 益

16,202

5,941

36,114
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連結計算書類作成のための基本となる重要な事項 

１．連結の範囲に関する事項 

連結子法人等の数   ３社       TOMITA FERRITE LTD. 

                    TOMITA ELECTRONICS(ZHUHAI)LTD. 

珠海富田電子有限公司 

２．連結子法人等の事業年度等に関する事項 

  連結子法人等３社の決算日は、平成 16 年 12 月 31 日であります。連結子法人等３社は、平成

16 年 12 月期の決算数値を用いております。 

  ただし、平成 17 年１月１日から連結決算日平成 17 年１月 31 日までの期間に発生した重要な取

引については、連結上必要な調整を行っております。 

３．会計処理基準に関する事項 

(1)重要な資産の評価基準および評価方法 

 ①有価証券 

その他有価証券で時価のあるものは、決算日の市場価格等に基づく時価法によっており

ます。（評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定） 

時価のないものは、移動平均法による原価法によっております。 

       ②たな卸資産は、主として先入先出法による原価法によっております。 

        (2)重要な減価償却資産の減価償却の方法  

①有形固定資産 

当社は定率法、ただし、平成 10 年 4 月 1 日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）

については定額法を採用しております。 

  なお、耐用年数および残存価額については、法人税法に規定する方法と同一の基準によ

っております。 

在外連結子法人等は主として所在地国の会計基準の規定に基づく定額法、ただし、一部

定率法によっております。 

       ②無形固定資産 

当社は自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づ

く定額法によっております。 

在外連結子法人等は所在地国の会計基準の規定に基づく定額法によっております。 

     (3)重要な引当金の計上基準 

①貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上してお

ります。 

②投資損失引当金 

投資事業組合への出資に係る損失に備えるため、投資対象債券の格付けに応じたデフォ

ルト率に基づき必要額を計上しております。 
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       ③賞与引当金 

従業員の賞与支給に備えるため、支給見込額に基づき計上しております。 

       ④退職給付引当金 

従業員に対する退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務（期末

自己都合退職金要支給額）および年金資産に基づき、当連結会計年度末において発生して

いると認められる額を計上しております。 

(4)重要な外貨建の資産または負債の本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益

として処理しております。なお、在外連結子法人等の資産および負債ならびに収益および費

用は、在外連結子法人等の決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は資本の部

における為替換算調整勘定に含めております。 

(5)リース取引の処理方法 

  リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引

については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

(6)その他連結計算書類作成のための重要な事項 

消費税等の会計処理 

税抜方式によっております。 

     (7)連結子法人等の資産および負債の評価に関する事項 

       連結子法人等の資産および負債の評価については、全面時価評価法を採用しております。 

(8)連結調整勘定の償却に関する事項 

  連結調整勘定の償却については、発生年度の損益としております。 

 

 連結貸借対照表の注記事項 

    １．有形固定資産の減価償却累計額    4,441,702 千円 

    ２．連結貸借対照表に計上した固定資産のほか、リース契約により使用している主要な固定資産

として「機械装置及び運搬具」（フェライトコア等製造設備の一部）および「その他」（電子

計算機、事務用機器）があります。 

     ３．土地の再評価 

「土地の再評価に関する法律」（平成 10 年 3 月 31 日公布法律第 34 号）および「土地の再評価

に関する法律の一部を改正する法律」（平成 13 年 6 月 29 日改正）に基づき事業用土地の再評

価を行い、差額のうち、法人税その他の利益に関連する金額を課税標準とする税金に相当する

金額を再評価に係る繰延税金負債として負債の部に計上し、当該繰延税金負債を控除した金額

を土地再評価差額金として資本の部に計上しております。 

   再評価の方法 

    「土地の再評価に関する法律施行令」（平成 10 年 3 月 31 日公布政令第 119 号）第 2 条第

3号に定める固定資産税評価額に基づいて、合理的な調整を行って算定しております。 

再評価を行った年月日           平成 14 年 1 月 31 日 

再評価を行った土地の当連結会計年度末における 
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時価と再評価後の帳簿価額との差額   △ 616,516 千円 

   土地再評価差額金は、「土地の再評価に関する法律」第 7 条の 2 第 1 項の規定により、配

当に充当することが制限されております。 

４．退職給付債務に関する事項 

    イ.退職給付債務          712,171 千円 

    ロ.年金資産             122,817 千円 

    ハ.未積立退職給付債務          589,353 千円 

    ニ.退職給付引当金               589,353 千円 

 

連結損益計算書の注記事項 

    １株当たり当期純損失             53 円 32 銭 
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　　　（平成１７年１月３１日現在）

科 目 金 額 科 目 金 額

2,392,325 300,701

1,328,991 24,740

124,925 140,159

322,518 41,452

42,738 5,080

9,844 53,601

46,215 25,111

281,771 10,555

69,787 852,007

166,039 240,301

△ 506 11,338

8,610,736 589,353

3,514,192 11,014

825,338 負 債 合 計 1,152,708

29,090

366,222 1,966,818

1,161 2,066,026

21,782 2,066,026

2,270,597 5,724,273

643 91,000

102 5,972,500

541 5,972,500

5,095,900 339,226

4,288,095 16,705

317,836 297,516

1,041,920 △ 220,987

18,006

18,644

△ 277,747

△ 310,855

資 本 合 計 9,850,353

資 産 合 計 11,003,062 負債及び資本合計 11,003,062

（注）千円未満は切り捨てにより表示しております。

投 資 損 失 引 当 金

長 期 貸 付 金

長 期 前 払 費 用

そ の 他

貸 倒 引 当 金

機 械 及 び 装 置

車 輌 運 搬 具

工 具 器 具 及 び 備 品

土 地

自 己 株 式

当 期 未 処 理 損 失

土 地 再 評 価 差 額 金

投 資 そ の 他 の 資 産

株 式 等 評 価 差 額 金

投 資 有 価 証 券

子 会 社 株 式

利 益 準 備 金無 形 固 定 資 産

任 意 積 立 金

別 途 積 立 金

ソ フ ト ウ ェ ア

電 話 加 入 権

資 本 金

資 本 剰 余 金

資 本 準 備 金

利 益 剰 余 金

そ の 他

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

資 本 の 部

建 物

構 築 物

繰 延 税 金 負 債

再評価に係る繰延税金負債貸 倒 引 当 金

退 職 給 付 引 当 金

そ の 他

仕 掛 品 そ の 他

貯 蔵 品 固 定 負 債

製 品 未 払 費 用

原 材 料 賞 与 引 当 金

売 掛 金 未 払 金

有 価 証 券 未 払 法 人 税 等

現 金 及 び 預 金 支 払 手 形

受 取 手 形 買 掛 金

資 産 の 部 負 債 の 部

流 動 資 産 流 動 負 債

貸　借　対　照　表　　

（単位：千円）
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　     　科　　　　　　　　　   　　目 　     　金　　　　　　　　　   　　額

（注）千円未満は切り捨てにより表示しております。

40,737退 職 給 付 引 当 金 戻 入 益 294,006

272,582

固 定 資 産 除 却 損 5,941

貸 倒 引 当 金 戻 入 益

9,980

226,158

固 定 資 産 売 却 益

土 地 再 評 価 差 額 金 取 崩 額 △ 2,061

法 人 税 等 調 整 額 6,4791,399

当 期 未 処 理 損 失 339,226

前 期 繰 越 利 益 189

当 期 純 損 失 337,354

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 5,080

税 引 前 当 期 純 損 失 330,875

投 資 損 失 引 当 金 繰 入 額 266,641

特 別 損 失

投 資 有 価 証 券 売 却 益 17,130

( 特 別 損 益 の 部 )

特 別 利 益

経 常 損 失 352,299

雑 損 失 33,653 152,806

為 替 差 損 31,583

投 資 損 失 引 当 金 繰 入 額 9,486

リ ー ス 原 価 78,083

営 業 外 費 用

雑 収 入 68,908 324,573

受 取 リ ー ス 料 84,725

受 取 配 当 金 16,202

有 価 証 券 利 息 119,341

受 取 利 息 35,397

営 業 外 損 益 の 部

営 業 外 収 益

営 業 損 失 524,067

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 426,232 2,347,358

売 上 原 価 1,921,126

営 業 費 用

売 上 高 1,823,291 1,823,291

営 業 損 益 の 部

営 業 収 益

　平成１７年１月３１日まで    （単位：千円）

( 経 常 損 益 の 部 )

　平成１６年２月　１日から

損 益 計 算 書
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重要な会計方針 

(1)資産の評価基準および評価方法 

     ①有価証券 

子会社株式は、移動平均法による原価法によっております。 

その他有価証券で時価のあるものは、決算日の市場価格等に基づく時価法によっております。

（評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定） 

時価のないものは、移動平均法による原価法によっております。 

     ②たな卸資産は、先入先出法による原価法によっております。 

    (2)固定資産の減価償却の方法  

     ①有形固定資産は、定率法によっております。 

 ただし、平成 10 年 4 月 1 日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）については定額

法、国外リース資産については、リース期間定額法を採用しております。 

 なお、取得価額が 100 千円以上 200 千円未満の資産については、 3 年間で均等償却する

方法を採用しております。 

     ②自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（ 5 年）に基づく定額法に

よっております。 

(3)外貨建資産、負債の本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処

理しております。 

(4)引当金の計上基準 

      ①貸倒引当金は、債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計

上しております。 

②投資損失引当金は、関係会社への投資に係る損失に備えるため、財政状態の実情を勘案して

必要額を計上しております。また、投資事業組合への出資に係る損失に備えるため、投資対

象債券の格付けに応じたデフォルト率に基づき必要額を計上しております。 

      ③賞与引当金は、従業員の賞与支給に備えるため、支給見込額に基づき計上しております。 

      ④退職給付引当金は、従業員に対する退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務（期

末自己都合退職金要支給額）および年金資産に基づき、当期末において発生していると認め

られる額を計上しております。 

(5)消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。 
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 貸借対照表の注記事項 

      ①子会社に対する短期金銭債権       1 122,817 千円 

    ①  子会社に対する長期金銭債権       1,041,920 千円 

    ①  子会社に対する短期金銭債務       1, 74,671 千円 

      ②有形固定資産の減価償却累計額      3,860,566 千円 

      ③貸借対照表に計上した固定資産のほか、リース契約により使用している主要な固定資産とし

て「機械及び装置」（フェライトコア等製造設備の一部）および「工具器具及び備品」（電子

計算機、事務用機器）があります。 

      ④保証債務                   .    60,089 千円 

      ⑤商法施行規則第 124 条第 3号に規定する純資産額 297,516 千円 

⑥土地の再評価 

「土地の再評価に関する法律」（平成 10 年 3月 31 日公布法律第 34 号）および「土地の再評

価に関する法律の一部を改正する法律」（平成 13 年 6 月 29 日改正）に基づき事業用土地の再

評価を行い、差額のうち、法人税その他の利益に関連する金額を課税標準とする税金に相当す

る金額を再評価に係る繰延税金負債として負債の部に計上し、当該繰延税金負債を控除した金

額を土地再評価差額金として資本の部に計上しております。 

   再評価の方法 

    「土地の再評価に関する法律施行令」（平成 10 年 3月 31 日公布政令第 119 号）第 2条第 3

号に定める固定資産税評価額に基づいて、合理的な調整を行って算定しております。 

再評価を行った年月日           平成 14 年 1月 31 日 

再評価を行った土地の当期末における 

時価と再評価後の帳簿価額との差額   △ 616,516 千円 

   土地再評価差額金は、「土地の再評価に関する法律」第 7条の 2第 1項の規定により、配当

に充当することが制限されております。 

⑦退職給付債務に関する事項 

    イ.退職給付債務           712,171 千円 

    ロ.年金資産              122,817 千円 

    ハ.未積立退職給付債務           589,353 千円 

    ニ.退職給付引当金                589,353 千円 
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損益計算書の注記事項 

      ①子会社との取引高 

      売 上 高            335,992 千円 

      仕 入 高            451,688 千円 

      受 取 利 息              32,537 千円 

      受 取 リ ー ス 料             84,725 千円 

      雑 収 入                730 千円 

 

②１株当たり当期純損失             50 円 95 銭 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


